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課題研究中間報告

学校課題解決に資する時間のゆとりと冗長性を生み出す持続可能なシステム

橋本剛

琉球大学大学院教育学研究科高度教職実践専攻・沖縄県立美咲特別支援学校

1． テーマ設定の理由

OECDの国際教員指導環境調査 (TALIS2018) の結果が示すように， 日本の学校現場は多忙化を極め

ている。しかし TALIS2018も文部科学省の教員勤務実態調査も，特別支援学校を調査対象としていない。

特別支援学校に勤務する教員の働き方等に関する比較的入手可能で新しい全国的な調査結果は，連合総

合生活開発研究所 (2016) が「参考資糾」として示した程度である。一方，文部科学省 (2020) は「学

校における働き方改革は特効薬のない総力戦です」と指摘した上で，特別支援学校における取組事例も

紹介している。こうした好事例には参考になる部分もあるが，学校をとりまく環境によっては簡単に参

考にできない場合もある。例えば筆者が 2021年4月から断続的に J-STAGE及び CiNiiArticlesを用い

て「特別支援学校」・「働き方改革」，「特別支援学校」・「業務改善」の 2糾のキーワードで検索した結果，

J-STAGEで前者は 42件，後者 32件， CiNiiArticlesで前者 1件，後者 1件がヒットした。このように

検索結果に示された文献等は，その数も多くないことに加えて，「下校時の安全でスムーズなデイサービ

スヘの児童生徒の引継ぎ」や「在籍児童生徒数の増加に伴う教室不足の中，実態別に必要な校内での学

習スペースの確保」のような，現任校が今抱えている課題の解決に直接的に資する情報を含んでいなか

った。

こうした各学校が抱える課題は，ピンポイントで的中する特効薬的正答がどこかに既出しているわけ

ではないため，その解決には課題の背景や本質を理解した上で，学校全体での調整•取り組みが必須で

ある。課題が解決できることで時間を生み出せると，結果として時間外勤務の削減につながる。そのた

めには組織としての職場がその課題解決の術を獲得しなければならない。筆者は， 2019（平成 31．令和

元）年度に，①多数の教員の意見集約，②短時間での協力を意識した「課題解決のためのアイデアを考

え，収集し，解決につなげる」活動を，所属する小学部 60人の教員を対象に試行した。この活動は，①

毎月 1回開催される定例会議等の最後の 3分間で「課題及び課題解決アイデア（記名式）」を記入・回収

し，②集約した課題やアイデアをプライバシーに配慮しつつ学部教員で共有し，③可能なアイデアを実

行に移すというものである。担当者である筆者は「効果があった」と感じた。しかし，この活動の効果

の測定が未実施であるため，継続的な取り組みと検証が必要である。

本研究の目的は，学校が抱える課題解決に必要な時間的な余裕・ゆとりを生み出すためのシステム構

築とその機能評価である。まず始めに教職大学院の連携協力校等での「働き方改革」に関する学校現場

の意識と実践方法に閲する情報を集め，仮説形成の材料とした。また，全国の実態と比較するために，

現任校の実態を調査した。本報は，収集しだ情報と実態調査の結果を報告するものである。

2. 研究方法

(1)聞き取り調査

筆者の研究の仮説形成のヒントを得るために， 2021 （令和 3) 年度の教職大学院の授業で連携協力校

等 (6校）を訪間する機会を利用して，訪開先学校長等に「働き方改革」の状況に関する聞き取り調査

(1人あたり 15分程度）を実施した（表 1)。E特別支援学校は他校と比べて訪間期間が長く，その結

果として調査時間が確保できたため，他の 5校に比べて多くの教員を対象にした。調査内容は①「『働き
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方改革』についてどのように捉えているのか」と②「具体的な取り組み事例」の 2点に絞った。

(2) 現任校での取組と現状把握

2021 （令和 3)年度の始めから，現任校の管

理職に対して研究への協力を要請した。また，

研修部と共同で「働き方改革」の研修を 8月に

オンラインで実施した。更に，全国の実態と現

任校の実態比較のために，「平成 24年度教職員

のメンタルヘルスに関する調査結果」（三菱総合

研究所 2013)，「教員の仕事と意識に関する調査」

(HATOプロジェクト 2016)及びベネッセ教育

総合研究 (2016) が実施している学習指導晶本

調査を主に参考にして，業務に関する思いや悩

み，勤務時間や残業等についての 18項目の質間

からなる無記名式のアンケートを作成した。こ

れについての説明と回答協力依頼（回答期限：

表 1 聞き取り調査実施校種，実施日及び対象

学校名 実施日 対象

A小学校 6 /24, 6 /25 教諭 2人※ 1

B中学校 7/7 教諭 1人※ l

C 中学校 12/ 1 校長 1人※2

D特別支援学校 7/1 校長 1人

E特別支援学校 10/ 4 ~ 10/ 校長 1人，副校長 1人，

8, 10/11 ~ 教頭 1人，教諭 9人（学

10/15 部主事 3人含む）※3

F特別支援学校 11/17 校長 1人

※1 観察した授業の担当教員。※ 2大学院授業での質疑応答で

実施。※ 3教諭（学部主事以外）の選定は学校側に一任。

12月 17日）を， 12月 3日に高等部， 12月6日に中学部， 12月 8日に小学部の全教員に対してそれぞれ

行い，全教員を対象に MicrosoftFormsを用いて調査した。

3. 結果

(1) 聞き取り調査の結果

聞き取り調査の結果から， 4人の校長の回答に共通していたのは「会議の効率的な連用」であった。

学校を取り巻く環境や課題がそれぞれ異なるため，「働き方改革」に抱く意識や取り組み方法も様々であ

った。 E 特別支援学校では，管理職や学部主事からは，「働き方改革J への意識•関心が高い発言が寄せ

られ，自分の視点で「働き方改革」を語っていた。例えばある学部主事は，「教員全員にタブレット端末

を配布してくれたらもっと業務が効率的に進む」と語っていた。しかし学部主事以外の 6人の教諭は，

「働き方改革」に関して回答者自身の教職経験から具体策を話すケースもあれば「教職経験が 2年目な

のであまりよく知らない」旨を回答するケースもあり，回答者の職種や教職経験年数等の違いにより「働

き方改革」へ関する意識のばらつきがみられた。

(2)現任校における取り組みの実際と質問紙調査の結果

前述した試行内容を全校的に拡充して実施するために現任校の管理職と協議した結果， 2022（令和 4)

年度には「働き方改革」のための校内組織を設置することとなった。 2022年 1月の会議で現任校の全教

員に対してこの校内組織の役割を説明するとともに，筆者の研究への協力を要請し，同意を得た。

また，「働き方改革」に関する取り組みには全教員の協力が必須であり，全教員の知見を広げる必要が

ある。そこで 2021年 8月に株式会社Lifeis Love取締役 比嘉秀一氏を講師に招いて，「働き方改革」に

関する研修を， Zoomを利用した 90分の講義形式で実施した。研修には 171人中 67人が参加した。

2021年 12月に実施した「働き方改革」に関する應識調査には 91人から回答を得た（回収率 53%）。

分析は項目毎に無回答及び「答えたくない」以外を全て有効回答とみなして行った。本報では特徴的な

結果としてその一部を示す。ベネッセ教育総合研究所 (2016: 28) は，教員の一番の悩みが「教材準備

の時間が十分にとれない」であるとしたが，これと同様の間いに対して 75人（回答者の 82.4%）が「は

い」を選択した。 1 X 3x2検定を用いてこの質間への「はい」「いいえ (3人）」「どちらでもない (13

人）」の選択人数を比較した結果，有意差がみられた（が (2)=100. 32, p <. 01)。ライアンの多重比較

の結果，「はい」＞「どちらでもない」＞「いいえ」という回答状況に有意な差があった (p<. 05)。こ
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の質間に「はい」と回答した者の所属学部を図 lに示す。学部別回答状況を「はい」と回答したか否か

で分けて 2X3が検定で比較した結果，有意差がみられた (x2(2) = s. 61, p <. os)。残差分析の結果，

小学部では「はい」 (31人）が有意に多く，選択しなかった者 (1人）が有意に少なく，高等部では反

対に「はい」を選択した者 (17人）が有意に少なく，選択しなかった者 (8人）が有意に多いという結

果となり (p<. 05)，中学部には有意差が見られなかった（「はい」： 25人，「はい」以外： 8人；p〉． l)。

本研究では「時間」が重要な要素になるため，この質間に「はい」と回答した者の「通常期の学校滞

在時間」，「勤務時間内に教材研究に取り組んだ時間」，「持ち帰り業務に取り組む時間」の 3項目の回答

状況を更に分析した。その結果，回答者の 72% (53人）が，学校で 9時間～10時間勤務していた一方

で所定労働時間からは想像し難い回答内容もあった（図 2)。また，勤務時間内での教材研究にかける時

間として 30分～ 1時間くらいを選択した者が 8割近く (55人）を占め（図 3)，学校外での業務時間は，

「しない」を含め 30分～ 1時間程度の回答が計 66人と約 9割を占めた（図 4)。
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考察

(1) 聞き取り調査の考察

E特別支援学校での聞き取り調査の結果，教員の業務内容や経験年数によって「働き方改革」に関す

る回答に差がみられたのは，「働き方改革」や「学校」の事を考える機会の有無の影聾があると思われる。

管理職や学部主事は，主管する業務との関係から「働き方改革」を常に念頭に岡いた，回答者自身の取

り組みや考えを回答した。つまり「働き方改革」に関する意識のばらつきが回答内容に反映され，特に

管理職や学部主事とリーダー的役割を担ってない教諭の回答内容のばらつきには，立場や経験といった

「働き方改革」に関して考える機会の多寡が影響していると推定できる。しかし E特別支援学校の結果

が学校の特徴が反映したものなのか回答者個人の考えなのかは，調査対象を広げたものの回答人数が少

なく，他校との比較も行っていないため不明である。また，各学校の管理職の考えや取り組みの多様さ

は学校規模や課題が異なっている事の表れだと思われる。

「学校」での「働き方改革」を実行するには，持続的に「働き方改革」を考え， どのような手法を用

いて「働き方改革」に取り組めばいいのかを「自分事」として考えていく必要があろう。聞き取り調査

が十分ではないことに留意しつつも「①『働き方改革』に関しては学校現場で教諭間に意識•関心につ

いてばらつきがある可能性が高く，それは教職経験年数に左右される」，「②管理職及び学部主事の運営

側は意識関心が高く，実践例を持っている」という仮説をこの結果から形成した。

(2) 現任校の実際

「働き方改革」のオンライン研修は夏季休業中に実施したことも影響し，全教員の約 3分の 1の参加

であったが，学校独自の企画として初めて実施することができた。

今回の意識調査の結果，「教材準備の時間が十分にとれない」という質間への回答状況に，所属学部に

4
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よる有意差を確認した。これは教科担任制も関係する教員定数の配置韮準の違いが関係している可能性

がある。校内での勤務時間を「 7時間以内」とした回答者は，コロナ禍における登校時のバス添乗等校

外業務の影聾が推察できる。また，特別支援学校では 1人の教員が受け持つ児童生徒数が通常の学校に

比べて少ないため，当該児童生徒が欠席すると結果として授業が行われないことがある。その時間を，

教材研究等授業以外の業務に利用できることや初任者研修等による担当時間数への配慮の差が，「 2時間

以上」教材研究時間が確保できた回答者が存在する背景にあろう。一方で，現任校では児童生徒の下校

時にデイサービス等に引き継ぐための時間が必要であり，放課後の全時間，教材研究に専念できること

は稀である。教材研究にこの時間の全てを費やした場合には，他の校務処理に充てる時間が残業になる

可能性がある。実際，回答者の約 7割に 1~2時間程度の残業が算定できることを図 2は示している。

「時間が取れない」にもかかわらず勤務時間内では 30分～1時間程度しか教材研究に取り組んでいな

いという回答の背景には，今回の調査では教材研究以外の校務時間が間われてないことが影響している

可能性が高い。この調査は三菱総合研究所 (2013),HATOプロジェクト (2016)やベネッセ総合研究所

(2016) の結果と比較するため，これらを参考にして回答者の属性以外の質間内容 (14項目）のうち，

完全に同一のものを 3項目，時期を指定する等現任校の実態に合わせて質間項目を一部調整したものを

9項目用意したが，教材研究以外の校務時間については先行研究に合わせて間わなかった。この影響が

無視できない。それでも「勤務時間内」で「30分～ 1時間しか時間を割けない」状況が，「教材準備の

時間が十分に取れない」理由だと解釈できる。一方「持ち帰り業務に取り組む時間」では，「しない」を

含め 1時間程度までの回答が 9割を占めた（図 4)。「時間が取れない」もののそれを補うために退勤後

学校外で仕事を「しない」と回答する教員が存在する理由として，「学校外では（やりたくても）できな

い」があり得る。例えば専門の教材・教具を必要とする教科等や広いスペースを使用して取り組む授業

準備等は学校外では困難である。また子育てや親の介護といった個人的な要因があると持ち帰り業務を

こなすのは容易ではない。文部科学省 (2018) も「 6歳児未満の子供がいない」「年齢が若い」や「主任

等」を勤務時間が長い傾向にある人物像を示したが，この調査とは別に筆者が知り得たいくつかの個人

データを今回の結果に加えて推定すると，現任校でも残業する教員像は同じ傾向にあるといえる。
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